
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 （注）　平成15年度の状況は、歳出額 635,610,824千円、人件費 208,552,156千円となっている。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

 (3) 特記事項

一般職員の管理職手当については、特例措置として10％減額している。（H10.8.1～H18.3.31）

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）    ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　　　給与水準を示す指数である。

千円

7,24038,718,094

千円 千円

153,265,864

千円

97,260,331

千円

17,287,439

給与費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ

　　　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　　Ｂ 平成15年度の人件費率

％

32.8

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　期末・勤勉手当

歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成16年度末）

人件費 人件費率区　　分 実質収支

沖縄県の給与・定員管理等について

（参考）

区分

35.4

16年度 千円 千円 千円 　　　　　　％

1,297,187 205,450,792

　　　　　計　　　　　Ｂ

1,372,388 579,828,544

給　 料 職員手当

17年度 人

21,170

人　

職員数

(H12)
101.9

(H12)
101.4

(H17)
99.3

(H17)
99.6

90

95

100

105

沖縄県 都道府県平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成17年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円

（注）　民間事業者平均については、人事委員会で行う「職種別民間給与実態調査」で得られた

データを記載しており、サンプル数は３職種、14名となっている。

　　　　③高等（特殊・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

382,092

316,350

236,068

372,274

平均給料月額

474,296

340,600

329,728

359,070

平均給料月額

394,707

平均給与月額

民間事業者平均

平 均 年 齢

43.7

区 分 平 均 年 齢

沖縄県

49.9

平均給与月額

43.0

393,665

373,894

442,267

401,365

国

都道府県

42.5

国

都道府県

369,229

40.1

342,545

371,401

361,454

353,050

328,842

平 均

347,415

370,652

平均給料月額 平均給与月額　　　　　　区　　分

338,500

286,200

沖縄県

317,600

306,100

うち運転士

都道府県平均

沖縄県

406,191

375,300 428,996

340,39747.1

平 均

433,37142.4

285,00848.1

－　　　43.3

区 分

41.11

平均給与月額

うち農業技術補佐員

うち用務員

区 分

40.3

平　均　年　齢

45.7

43.9

沖縄県

平 均 年 齢 平均給料月額

377,400

459,807平 均 43.5 397,698

都道府県
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　　　　⑤警 察 職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成17年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で
 　　　　 ある。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

 (2) 職員の初任給の状況（平成17年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 円 円

円 円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成17年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

386,301

国

初任給 ２年後の給料初任給 ２年後の給料

大　学　卒

沖縄県
区 分

教育職

295,805

255,890

大　学　卒

技能労務職

一般行政職

236,640

－

小・中学校

高等学校

中　学　卒 207,217

215,550

310,835

経 験 年 数 ２ ０ 年

334,025

305,093

275,239

経 験 年 数 １ ５ 年

－

191,100

147,400

170,700

138,800

136,000

区　　　         分

160,800

338,618

中　学　卒

高等学校

経 験 年 数 １ ０ 年

272,490

124,400

また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことか ら、 比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

高　校　卒

一般行政職

高　校　卒技能労務職

375,602

－

385,205

340,556

385,052

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

警　察　職

大　学　卒

教育職 高　校　卒

教育職

高　校　卒

184,400

148,500

145,500

132,100

205,000

156,700

170,700

138,800

185,900

404,213

210,300

177,400

184,400

148,500

303,718

383,965

－

355,379

268,760

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸
手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

沖縄県 460,613

39.11 341,900 373,692

国

42.1 341,705

都道府県 510,430

平 均 41.3 357,546 404,131

小・中学校 大　学　卒 191,100 205,000

教育職 高　校　卒 147,400 160,800

警　察　職 大　学　卒 185,900 210,300

高　校　卒 156,700 177,400

261,600 298,700

－

316,092

－

407,062
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成17年４月１日現在）

（注）１　沖縄県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

３級
　　　　　　　　人

区　　分

１級

職員数

68
主事

　　　　　　　　人

365

標準的な職務内容

　　　　　　　　人

４級

0.7

７級

　　　　　　　　％

739

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

674 13.5

　　　　　　　　人

８級

９級

５級

６級

２級
7.3

構成比

　　　　　　　　％

1.4

　　　　　　　　％

3.9

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

965 19.3

197

746 14.9

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

80 1.6

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

34

班長

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

14.7

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

1,042 20.8

課長

部長

１０級

１１級

主事

主任

主査・主任

主査

班長・主査

課長

統括監

98 1.9

１級
1.4%

１級
1.4%

１級
1.8%

２級
7.3%

２級
8.1%

２級
8.5%

３級
13.5%

３級
13.4%

３級
13.0%

４級
19.3%

４級
18.6% ４級

10.4%

５級
3.9%

５級
3.0%

５級
2.8%

６級
14.7%

６級
15.7% ６級

22.6%

７級
20.8%

７級
21.2%

７級
25.3%

８級
14.9%

８級
14.4%

８級
11.8%

９級
1.9% ９級

2.0% ９級
1.4%

１０級
1.6%

１０級
1.4%

１０級
1.6%

１１級
0.8%

１１級
0.8%

１１級
0.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成17年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 昇給期間短縮の状況
　

　

　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（平成16年度支給割合） （平成16年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５～20％ 　・役職加算　５～20％

　・管理職加算　10％ 　・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

 (2) 退職手当（平成17年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

沖縄県

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

27,6804,232

　　　　　　　　Ｂ／Ａ

警察職

16年度

比　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　Ａ

普通昇給期間（１２ 人　

20,324

区　　　　　　　　　　　　分 合計 一般行政 技能労務

47.5

59.28

27.3

42.12

59.28

59.28

1.43.01.4

１人当たり平均支給額（平成16年度） －

1,601

職 員 数

　　　　　　　　　　　Ｂ

て昇給した職員数

比　　　　　　　率

47.5

59.28

　　　　　　　　　　　Ｂ

人　

～２４月）を短縮し

人　

4,024

％　

19.8

人　

24.9

5,008

人　

％　

高等学校
教育職

小・中学校
教育職

598

人　

106

人　

1,245

人　

4,628

人　

602

17.7

％　

13.0

％　

25.8

％　

18.8

％　

人　 人　

人　

2,484

人　

641

7,606

人　

1,430

5,048 616 4,671

15年度

人　 人　 人　 人　職 員 数

　　　　　　　　　　　Ａ 7,630 2,436

普通昇給期間（１２ 人　 人　 人　 人　 人　 人　

20,401

816 1,779 840て昇給した職員数

～２４月）を短縮し

5,018 1,485 98

17.5 23.3 34.5

％　 ％　 ％　 ％　％　 ％　

　　　　　　　　Ｂ／Ａ 24.6 29.4 15.9

沖縄県 国

59.28

59.28

21.0

33.75

21.0

33.75

（ 0.7 ）

国

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

27.3

42.12

3.0

（ 1.6 ） （ 0.7 ） （ 1.6 ）
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 (3) 調整手当（平成17年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成17年４月１日現在）

円

円

359

347

10

12

246,261

2,853,682

（平成16年度決算）

国の制度と 支給実績

2,387,817

支給職員１人当たり平均支給年額（平成15年度決算）

10

1,541,784

支給職員１人当たり平均支給年額（平成16年度決算）

大阪市

2

東京都特別区

支給対象地域 支給率

福岡市

名古屋市

支給実績（平成16年度決算）

手当の種類（手当数）

249,775

179,185

（平成16年度決算）

10

6

支給職員１人当たり

平均支給年額

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（平成16年度決算）

左記職員に対する支給単価

42

3,626,789

主な支給対象業務

住居を借り受け、又は所有し
ている職員に支給
・借り受け（上限額）　27,000
円
・所有　3,000円

26.3

41

支給実績（平成16年度決算）

566,117

5

国の制度（支給率）

12

10

同じ

千円住居手当 異なる

扶養手当 千円

所有に係る
分について、
・国→５年間
に限り2,500
円支給
・県→その所
有期間3,000
円支給

扶養親族（配偶者、22歳に
達する日以後の最初の３月
31日までの間にある子、60歳
以上の父母等）のいる職員
に支給
・配偶者13,500円
・その他２人まで6,000円、３
人目から5,000円
・16歳から22歳の子１人につ
き5,000円加算

異なる内容

支給実績（平成15年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員

256,964

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成16年度）

手　当　名

国の制度

との異同

支給職員１人当たり平均支給年額（平成16年度決算）

支給実績（平成16年度決算）

3,747,116

3

内容及び支給単価

6

別紙「特殊勤務手当の種類について」参照
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円

円

円

円

円

円

円千円 219,693

891,165

沖縄県職員の勤務時間、休
日及び休暇等に関する条例
第７条に規定する休日にお
いて正規の勤務時間中に勤
務することを命ぜられた職員
に支給

勤務１時間につき１時間当た
りの給与額に125/100～
150/100までの範囲内で人
事委員会規則で定める割合
を乗じた額

同じ 852,313 千円 416,168

へき地教育振興法施行規則
で定める基準によるへき地学
校等に勤務する職員に支給

給料及び扶養手当の月額の
合計額に、学校に応じ25％
～４％の割合を乗じた額

正規の勤務時間として午後
10時から翌日の午前５時まで
の間に勤務した職員に支給

勤務１時間につき１時間当た
りの給与額に25/100を乗じ
た額

同じ

1,482,899 千円

569,884

科学技術に
関する専門
的知識を有
する職員に
対する手当
の限度額に
ついて、
・国→月額
100,000円
・県→月額
8,000円

へき地手当

採用による欠員の補充が困
難であると認められる職員に
支給
・医師又は歯科医師
　月額307,900円を35年間、
　漸減しながら支給
・獣医師
　月額8,000円を８年間、
　漸減しながら支給

交通機関の
利用につい
て、
・国→上限額
55,000円
・県→55,000
円を超える分
について、
1/2の額を加
算

2,001,234

1,113,557

手当の支給
割合につい
て、
・国→最高で
給料月額の
25％、課長補
佐級への支
給あり。
・県→最高で
給料月額の
20％、課長補
佐級への支
給なし

1,294,001

1,142,513

110,620

631,268

2,929,521

691,240

千円

千円

初任給調整手当

特地勤務手当

異なる

同じ

離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する公署に
勤務する職員に支給

給料及び扶養手当の月額の
合計額に、公署に応じ25％
～４％の割合を乗じた額

休日勤務手当

夜間勤務手当

管理又は監督の地位にある
職員に支給
・部長級（参事監を除く）
　給料月額の20％
・統括監級（参事を除く）
　給料月額の18％
・課長級（副参事等を除く）
　給料月額の15％
・課長級（副参事等）、校長
　給料月額の12％
・教頭
　給料月額の10％

通勤手当

管理職手当 千円異なる

千円異なる

通勤距離が２㎞以上で、バス
等を利用している職員に支
給
・バス等の交通機関
　６箇月定期券等の価額
・自家用車
　距離に応じて2,300円～
　40,000円
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円

円

円

円

円

円

円千円 370,696

異動等に伴い、住居を移転
し、やむを得ない事情によ
り、配偶者等と別居し、単身
で生活することを常況とする
職員に支給

月額23,000円（職員と配偶者
等の住居の距離が100㎞以
上の者に対し、距離に応じ、
6,000円～45,000円の加算
措置あり）

異なる

管理職員（大学の学長含
む。）が臨時又は緊急の必要
その他公務の運営の必要に
より休日等に勤務した場合に
支給
勤務１回につき、
・管理職員　4,000～12,000
円
・大学の学長　18,000円

同じ 20,759

加算措置額
について、
500㎞未満の
区分を国の
基準よりも細
分化してい
る。 230,385

70,922 千円 457,561

2,085,348

千円 497,592

千円 170,804

109,080 千円 814,030

農業、水産、工業等の課程
を置く高等学校に勤務し、実
習を伴う農業、水産、工業、
電波若しくは商船に関する
科目の授業及び実習を担当
する時間数（当該授業及び
実習に付随する勤務に従事
する時間数を含む。）がその
者の担当時間数の２分の１以
上となる教諭、実習助手等に
支給

給料月額の10％（定時制通
信教育手当を受ける者は
６％）

241,862 千円 578,617

定時制又は通信制の課程を
置く高等学校に勤務する校
長及び教頭並びに本務とし
て定時制教育又は通信教育
に従事する教諭等に支給
・管理職員
　給料月額の８％
・管理職員以外の職員
　給料月額の10％

宿直勤務又は日直勤務を命
ぜられた職員に支給

勤務１回につき、4,200円（人
事委員会規則で定める管理
又は監督の業務その他特殊
な業務を主として行う宿日直
勤務にあっては、7,200円又
は5,900円）

同じ 427,272 千円 280,362

単身赴任手当

管理職員特別勤務手当

農林水産業の普及指導事業
に従事する職員に支給
・普及指導活動の技術及び
方法について調査研究を行
う職員　　給料月額の８％
・農林水産業者に直接接し
て、技術及び知識の普及指
導を行う職員　　給料月額の
12％

農林漁業普及指導手当

義務教育等教員特別手当

公立の学校に勤務する教育
職員に支給

その者の職務の級及び号給
に応じて月額5,000円～
20,200円

同じ

産業教育手当

宿日直手当

定時制通信教育手当

8



５　特別職の報酬等の状況（平成17年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

月分

月分

　　（算定方式） 　（支給時期）

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
(各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

議 員

出 納 長

1,250,000

990,000

860,000

1,000,000

860,000
報
酬

副 知 事

給
料

[           ］

退
職
手
当

知 事

副 知 事

出 納 長

議 長

副 議 長

副 知 事

出 納 長

知 事

（任期毎）

平成○年

86万円×在職月数×0.35

対前年
増減数

職 員 数
主 な 増 減 理 由

平成○年

770,000

125万円×在職月数×0.7 （任期毎）

99万円×在職月数×0.5 （任期毎）

　　（平成16年度支給割合）

[                 ］ [                 ］

期
末
手
当

副 議 長

議 員

　　（平成16年度支給割合）知 事

3.3

3.3

議 長

合　　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

小　計

小　計

一
般
行
政
部
門

特
別
行
政
部
門

区 分 給 料 月 額 等

小　計

単位：人

対前年
H17年 Ｈ16年 増減数

議会 42 43 △ 1

総務 806 808 △ 2

税務 186 185 1

民生 483 499 △ 16

衛生 653 660 △ 7

労働 113 116 △ 3

農林水産 1,095 1,118 △ 23

商工 213 215 △ 2

土木 841 848 △ 7

小計 4,432 4,492 △ 60

教育 13,950 14,010 △ 60 ●児童・生徒数の減少等による減

警察 2,789 2,744 45 ●警察活動の強化等による増

小計 16,739 16,754 △ 15

病院 2,284 2,275 9 ●診療体制の充実等による増

水道 311 321 △ 10
●川崎取水ポンプ場運転管理の委
託化等による減

下水道 94 97 △ 3 ●業務の見直し・効率化による減

その他 36 37 △ 1 ●業務の見直し・効率化による減

小計 2,725 2,730 △ 5

23,896 23,976 △ 80

［26,128］ ［26,045］ ［83］ 学校及び警察の増

主な増減理由

●世界のウチナーンチュ大会対応、
地方公務員制度改革等対応、危機
管理体制の強化、法定外目的税業
務対応、児童虐待防止支援チーム
の新設、情報振興金融特区等業務
の強化、新石垣空港建設事業の実
施、伊良部大橋建設事業の実施等
による増
●業務の見直し・効率化、外郭団体
等への職員派遣の見直し、政策調
整監の廃止、地積調査分室の統
合、古宇利大橋建設現場事務所の
廃止等による減

職　員　数

一

般

行

政

部

門

特

別

行

政

部

門

公

営

企

業

等

会

計

部

門

合　　　　計
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成17年４月１日現在）

　

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

（知事部）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

 ③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１５年～２４年の１０年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

23,896

人

計

〜〜 〜

24歳 28歳

〜

区　分

未満

〜

20歳

23歳

20歳

27歳

60歳32歳 36歳 44歳 48歳40歳 52歳

〜
59歳 以上

〜 〜 〜 〜

56歳

人 人 人 人人 人 人

31歳

人

39歳35歳

人

55歳43歳 47歳 51歳

3,138

人

2,367 752,758 2,490 2,209 2,499 3,137

人

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

平 成 15 年 4 月 1 日 平 成 24 年 4 月 1 日 470人（10％）の純減

5.15％の純減（公安委員会除く）

平成１５年 平成１６年

計画前年 １　年　目 ２　年　目

計画期間

数値目標

職員数
人

始　期 終　期

3,47414 253 1,482

３　年　目

一般行政

減 員

増 員

差 引

職員数

(0.7%)

平成１７年 平成１８年 （参考）

数値目標

平成19年～24年

　　計

(0.3%) (8.5%) (10.0%)

4,701 4,691 4,634 4,231

(0.5%)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

%
（例）
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成17年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（16年度） １人当たり平均支給額（16年度） １人当たり平均支給額（16年度）

千円　 千円　 千円　

（16年度支給割合） （16年度支給割合） （   年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20% 役職加算 5～20%

管理職加算 10% 管理職加算 10%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

団体平均一般行政職沖　　　　　　　　　　　縄　　　　　　　　　　　県

1,625 1,601 1,894

18.6

平均月収額

　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

一人当たり給与費

（参考）

15年度の総費用に占

める職員給与費比率

％　

344,728

657,641

-

Ａ  

　　　　千円

15,461,073

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

給 与 費

期末・勤勉手当職員手当

総費用に占める

団 体 平 均

総費用 職員給与費

質収支

純損益又は実区分

Ｂ　

18.4

％　　　　千円　

　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

2,841,128

530,312,000 2,236,941,000

1.40

570,561

6,968,664

(1.60) (0.70) 

1.40

410,036,000321

402,153

区分

3.00

職員数

沖 縄 県 39.8

3.00

事 業 者 -

基本給

44.4

17年度

給　 料

1,296,593,000

16年度 千円　

140,733

　　　　　　Ａ

(1.60) (0.70) 

　平均月収額の算定基礎に期末・勤
勉手当が含まれているため、知事部
局等他部局の一般行政職の平均給与
月額よりも高くなっている。

※
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イ　退職手当（平成17年４月１日現在）

（支給率） （支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　定年前早期退職特例 その他の加算措置　定年前早期退職特例 その他の加算措置　定年前早期退職特例

(2～20%加算) (2～20%加算)

（退職時特別昇給　　無　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　無　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

　　　

ウ　調整手当（平成17年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

千円

　円

　％

- 24,183

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

4,232 27,680

団体平均沖　　　　　　　　　　　縄　　　　　　　　　　　県 一般行政職

21.0 27.3

47.5 59.28

59.28 59.28

台風の来襲による事故発生防
止のために必要な業務

１時間　　　800円

検針業務手当 企業局配水管理課に所属する職員 検針業務 日額　　　　350円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

33.75 42.12

59.28 59.28

24,819

21.0 27.3

47.5 59.28

33.75 42.12

一般行政職の制度（支給率）

1,093

273,141

支給対象地域 支給率

支給実績（16年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

支給対象職員数

-

12東京特別区 12 2

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

支給実績（16年度決算） 53,633

170,806

特殊作業手当
(維持管理手当)

各浄水管理事務所維持管理課に所属する
職員

維持管理を主体とする課の業
務

月額　　　4,400円

職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度） 99.4

手当の種類（手当数） 10

左記職員に対する支給単価

暴風雨時勤務手当 職員

用地交渉業務手当 建設課用地係に所属する職員 用地取得に伴う交渉の業務

特殊作業手当
(塩素注入等業務手当)

各浄水管理事務所に所属する職員 塩素注入業務

特殊作業手当
(水酸化ナトリウム注入量調
整業務手当)

企業局石川浄水管理事務所川崎取水ポン
プ場に勤務する職員

水質測定装置に係る試薬の
注入量を調整する業務
（ただし、試薬として水酸化ナ
トリウムを使用した場合に限る）

交替制勤務手当
各浄水管理事務所浄水課及び配水管理課
水管理センターに所属する職員

浄水施設における２４時間運
転管理業務

月額　　　4,700円

月額　　　1,700円

特殊作業手当
(硫酸取扱業務手当)

企業局北谷浄水管理事務所・海水淡水化
センターに所属する職員

防護服を着用し硫酸を取り扱
う業務

日額　　　　230円

日額　　　　150円

日額　　　　600円
ただし、午後６時以降1,000円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成17年４月１日現在）

円

円

円通勤手当

通勤距離が２㎞以上で、バス
等を利用している職員に支給
・バス等の交通機関
　６箇月定期券等の価額
・自家用車
　距離に応じて2,300円～
　40,000円

異なる

42,306

42,798

住居を借り受け、又は所有して
いる職員に支給
・借り受け（上限額）　27,000円
・所有　3,000円

異なる

所有に係る分
について、
・国→５年間
に限り2,500円
支給
・県→その所
有期間3,000
円支給

住居手当

48,790 千円 250,205

交通機関の利
用について、
・国→上限額
55,000円
・県→55,000
円を超える分
について、1/2
の額を加算

千円 145,570

千円 172,677

扶養手当

扶養親族（配偶者、22歳に達
する日以後の最初の３月31日
までの間にある子、60歳以上
の父母等）のいる職員に支給
・配偶者13,500円
・その他２人まで6,000円、３人
目から5,000円
・16歳から22歳の子１人につき
5,000円加算

同じ

支給実績国の制度と 支給職員１人当たり
（平成16年度決算） 平均支給年額

（平成16年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

国の制度

支給実績（15年度決算） 169,010

支給職員１人当たり平均支給年額（15年度決算） 525

支給実績（16年度決算） 162,180

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 577

ダム管理業務手当 倉敷ダム管理所併任職員
倉敷ダム管理所におけるダム
管理業務

月額　　　3,000円

日額　　　　400円

特殊現場作業手当

特殊現場、危険な工事箇所で
行う監督、測量検査・調査等

日額　　　　300円

交通の頻繁な国道、県道、市
町村道の道路上において、交
通を遮断することなく調査、測
量、導送水管等の弁操作、点
検若しくは修繕の作業又はこ
れらの作業に伴う交通整理の
作業

日額　　　　150円

日額　　　　230円

水質試験業務 月額　　　3,300円

放射性同位元素取扱手当 水質管理事務所に所属する職員
ガスクロマトグラフを利用して
水質検査及び試験研究の作
業

職員

有害毒薬物取扱手当 水質管理事務所に所属する職員

排泥等作業手当 各浄水管理事務所に所属する職員
排泥処理、清掃作業、保守点
検作業及び除塵作業
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円

円

円

円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

16,329 千円 742,221管理職手当

管理又は監督の地位にある職
員に支給
【本庁】
・企業技監、次長
　給料月額の18％
・参事、課長
　給料月額の15％
・副参事
　給料月額の12％
【出先機関】
・北谷浄水管理事務所長
　給料月額の18％
・所長、北谷乗し管理事務所
次長
　給料月額の15％
・副参事
　給料月額の12％

異なる

手当の支給割
合について、
・国→最高で
給料月額の
25％、課長補
佐級への支給
あり。
・県→最高で
給料月額の
20％、課長補
佐級への支給
なし

４７人減

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 15.1%、47人の減

38,210 千円 249,737休日勤務手当

沖縄県職員の勤務時間、休日
及び休暇等に関する条例第７
条に規定する休日において正
規の勤務時間中に勤務するこ
とを命ぜられた職員に支給

同じ

24,471 千円 222,462夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10
時から翌日の午前５時までの
間に勤務した職員に支給

勤務１時間につき１時間当たり
の給与額に25/100を乗じた額

同じ

1,116 千円 372,000単身赴任手当

異動等に伴い、住居を移転し、
やむを得ない事情により、配偶
者等と別居し、単身で生活する
ことを常況とする職員に支給

月額23,000円（職員と配偶者
等の住居の距離が100㎞以上
の者に対し、距離に応じ、
6,000円～45,000円の加算措
置あり）

異なる

加算措置額に
ついて、500
㎞未満の区分
を国の基準よ
りも細分化し
ている。
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　(2)　工業用水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成17年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（16年度） １人当たり平均支給額（16年度） １人当たり平均支給額（16年度）

千円　 千円　 千円　

（16年度支給割合） （16年度支給割合） （　年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20% 役職加算 5～20%

管理職加算 10% 管理職加算 10%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(1.60) (0.70) 

17年度

給　 料

17,126,000

16年度 千円　

10,553

　　　　　　Ａ

区分

3.00

職員数

沖 縄 県 35.2

3.00

事 業 者 -

基本給

44.5

5,883,600

(1.60) (0.70) 

1.40

5,565,0005

387,785

職員給与費比率

28,181

6,727,000 29,418,000

1.40

453,817

Ｂ　

5.8

％　　　　千円　

　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費

質収支

純損益又は実区分 総費用に占める

団 体 平 均

総費用

Ａ  

　　　　千円

485,696

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

給 与 費

期末・勤勉手当職員手当

256,425

612,467

-

（参考）

15年度の総費用に占

める職員給与費比率

％　

5.8

平均月収額

　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

一人当たり給与費

団体平均一般行政職沖　　　　　　　　　　　縄　　　　　　　　　　　県

1,155 1,601 1,848

　平均月収額の算定基礎に期末・勤
勉手当が含まれているため、知事部
局等他部局の一般行政職の平均給与
月額よりも高くなっている。

※
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イ　退職手当（平成17年４月１日現在）

（支給率） （支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　定年前早期退職特例 その他の加算措置　定年前早期退職特例 その他の加算措置　定年前早期退職特例

(2～20%加算) (2～20%加算)

（退職時特別昇給　　無　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　無　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

　　　

ウ　調整手当（平成17年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

千円

　円

　％

日額　　　　150円

日額　　　　600円
ただし、午後６時以降1,000円

月額　　　1,700円

特殊作業手当
(硫酸取扱業務手当)

企業局北谷浄水管理事務所・海水淡水化
センターに所属する職員

防護服を着用し硫酸を取り扱
う業務

日額　　　　230円

企業局石川浄水管理事務所川崎取水ポン
プ場に勤務する職員

水質測定装置に係る試薬の
注入量を調整する業務
（ただし、試薬として水酸化ナ
トリウムを使用した場合に限る）

交替制勤務手当
各浄水管理事務所浄水課及び配水管理課
水管理センターに所属する職員

浄水施設における２４時間運
転管理業務

月額　　　4,700円

左記職員に対する支給単価

暴風雨時勤務手当 職員

用地交渉業務手当 建設課用地係に所属する職員 用地取得に伴う交渉の業務

特殊作業手当
(塩素注入等業務手当)

各浄水管理事務所に所属する職員 塩素注入業務

特殊作業手当
(水酸化ナトリウム注入量調
整業務手当)

職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度） 100.0

手当の種類（手当数） 10

特殊作業手当
(維持管理手当)

各浄水管理事務所維持管理課に所属する
職員

維持管理を主体とする課の業
務

月額　　　4,400円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

支給実績（16年度決算） 906

181,280

12東京特別区 12 0

-

支給対象地域 支給率

支給実績（16年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

-

-

-

21.0 27.3

47.5 59.28

33.75 42.12

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

33.75 42.12

59.28 59.28

台風の来襲による事故発生防
止のために必要な業務

１時間　　　800円

検針業務手当 企業局配水管理課に所属する職員 検針業務 日額　　　　350円

47.5 59.28

59.28 59.28

沖　　　　　　　　　　　縄　　　　　　　　　　　県 一般行政職

21.0 27.3

団体平均

21,331

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

4,232 27,680
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成17年４月１日現在）

円

円

円

放射性同位元素取扱手当 水質管理事務所に所属する職員
ガスクロマトグラフを利用して
水質検査及び試験研究の作
業

職員

有害毒薬物取扱手当 水質管理事務所に所属する職員

排泥等作業手当 各浄水管理事務所に所属する職員
排泥処理、清掃作業、保守点
検作業及び除塵作業

交通の頻繁な国道、県道、市
町村道の道路上において、交
通を遮断することなく調査、測
量、導送水管等の弁操作、点
検若しくは修繕の作業又はこ
れらの作業に伴う交通整理の
作業

日額　　　　150円

日額　　　　230円

水質試験業務 月額　　　3,300円

日額　　　　400円

特殊現場作業手当

特殊現場、危険な工事箇所で
行う監督、測量検査・調査等

日額　　　　300円

ダム管理業務手当 倉敷ダム管理所併任職員
倉敷ダム管理所におけるダム
管理業務

月額　　　3,000円

2,013

支給職員１人当たり平均支給年額（15年度決算） 403

支給実績（16年度決算） 2,799

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 560

国の制度

支給実績（15年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容
支給実績国の制度と 支給職員１人当たり

（平成16年度決算） 平均支給年額

扶養手当

扶養親族（配偶者、22歳に達
する日以後の最初の３月31日
までの間にある子、60歳以上
の父母等）のいる職員に支給
・配偶者13,500円
・その他２人まで6,000円、３人
目から5,000円
・16歳から22歳の子１人につき
5,000円加算

同じ

所有に係る分
について、
・国→５年間
に限り2,500円
支給
・県→その所
有期間3,000
円支給

（平成16年度決算）

264 千円 132,000

千円 294,000588

1,480 千円 295,956

住居手当

通勤手当

通勤距離が２㎞以上で、バス
等を利用している職員に支給
・バス等の交通機関
　６箇月定期券等の価額
・自家用車
　距離に応じて2,300円～
　40,000円

異なる

交通機関の利
用について、
・国→上限額
55,000円
・県→55,000
円を超える分
について、1/2
の額を加算

住居を借り受け、又は所有して
いる職員に支給
・借り受け（上限額）　27,000円
・所有　3,000円

異なる
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円

円

円

円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

0 千円 0単身赴任手当

異動等に伴い、住居を移転し、
やむを得ない事情により、配偶
者等と別居し、単身で生活する
ことを常況とする職員に支給

月額23,000円（職員と配偶者
等の住居の距離が100㎞以上
の者に対し、距離に応じ、
6,000円～45,000円の加算措
置あり）

異なる

加算措置額に
ついて、500
㎞未満の区分
を国の基準よ
りも細分化し
ている。

297 千円 148,486夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10
時から翌日の午前５時までの
間に勤務した職員に支給

勤務１時間につき１時間当たり
の給与額に25/100を乗じた額

同じ

休日勤務手当

沖縄県職員の勤務時間、休日
及び休暇等に関する条例第７
条に規定する休日において正
規の勤務時間中に勤務するこ
とを命ぜられた職員に支給

同じ 469 千円 93,744

計画期間

数値目標
始　期 終　期

0 千円 0管理職手当

管理又は監督の地位にある職
員に支給
【本庁】
・企業技監、次長
　給料月額の18％
・参事、課長
　給料月額の15％
・副参事
　給料月額の12％
【出先機関】
・北谷浄水管理事務所長
　給料月額の18％
・所長、北谷乗し管理事務所
次長
　給料月額の15％
・副参事
　給料月額の12％

異なる

手当の支給割
合について、
・国→最高で
給料月額の
25％、課長補
佐級への支給
あり。
・県→最高で
給料月額の
20％、課長補
佐級への支給
なし

水道事業参照
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